



































































































































































































































































『流通機構の現状と問題点』(第１回、S. 39. 12. 17）








『小売商のチェーン化について』(第３回、S. 40. 9. 9）
『卸総合センターについて』(第４回、S. 40. 12. 8）
『物的流通の改善について』(第５回の１）S. 41. 10. 19
『流通金融の改善について』(第５回の２）S.41.10.19



















































































































































































































































































































































45) Office of the United States Trade Representative, National Trade Estimate : 1986 Report on


























































































































































































































































































































































































石 原 武 政88
72) 石原武政「コミュニティ型小売業の行方」『経済地理学会年報』第43巻第１号、1997
年。
大店法の廃止とまちづくり三法の施行は、経済産業省と国土交通省との連
携をつくりだしたが、それはもはや小売商業問題が流通内部の問題としては
解決不能であることを表現するものであった。その意味で、ここにきてよう
やく、地域商業問題がまさに地域社会の問題として、広範な視野から議論さ
れる段階に到達したと言ってもよい。
しかし、その意味での地域商業の再生に向けた課題はあまりのも大きい。
すでに商店街の多くは極度に疲弊しており、担い手の意味でも高齢化が進み、
意欲あふれる商業者の減少が指摘されている。加えて、2005（平成17）年か
ら減少に転じた人口は、今後も長期にわたって減少し続けることが予想され
ている。もはや需要の増加どころか現状維持さえもが期待できない。縮小す
る社会の中で、いかにすれば小売業は自らを「業」として成り立たせながら、
地域コミュニティに貢献していくことができるのか。地域商業に本格的な注
目が集まった現在は、まさに小売業が最も困難な問題に直面している時でも
ある。
（筆者は関西学院大学商学部教授）
【付記】本稿については、2010年７月２日に開催せれた第３回まちづくり・流通
研究会（流通科学大学主催）において報告し、松島茂教授（東京理科大学)、
福川裕一教授（千葉大学)、渡辺達朗教授（専修大学)、和田純一・中小企業庁
商業課長（当時)、須藤治・経済産業省中心市街地活性化室長（当時）をはじ
め、多くの参加者から有意義なコメントを頂戴した。その多くは本稿に反映さ
れていることを記して感謝したい。
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